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概要
　近年、目覚ましいテクノロジーの進化が、財務会計及び会計監査領域のビジネス実務や既存の理論に

新たな変革を起こし続けている。これら 2 つの領域においては、テクノロジーへの投資活動の活性化に

基づく活用度合いの高まりによって、実務上の適用可能性が明らかになりつつある。さらに、国内外に

おける研究の進展の結果、新たなテクノロジー活用に関する具体的な課題も見え始めている。本稿では、

財務会計及び会計監査領域におけるテクノロジーに関する先行研究を整理する作業を通じて、実務と研

究における人工知能（Artificial Intelligence: AI）、機械学習及びディープラーニング、並びにビッグデー

タの影響を概観し、これらの適用可能性と具体的な課題を横断的に明らかにしたい。検討の結果、以下

2点が整理及び解明されることにより、実務の発展と既存の文献に貢献できると思われる。第1に、財務

会計及び会計監査領域においては、テクノロジーの適用可能性がいまだ多く残されており、さらなる業

務効率化、分析の深化、及び業務品質の向上に寄与する可能性が高いことである。第 2 に、これら 2 つ

の領域においてよりよい未来を志向するためには、テクノロジーの適用可能性の拡大や、残された課題

の解決に向けた、実務上の対応や研究の発展が必要になるということである。

キーワード：財務会計、 会計監査、 AI、 機械学習、 ディープラーニング、 ビッグデータ



1

経営論集　Vol. 11, No.3（2025）pp.1-11

財務会計及び会計監査における
テクノロジーの適用可能性と課題

佐　潟　直　弥*
首　藤　洋　志**

1 . はじめに

　近年の目覚ましいテクノロジーの進化は、

財務会計及び会計監査領域のビジネス実務や

既存の理論に新たな変革を起こし続けている 

(Bertomeu, 2020; Bhimani, 2021; Holmes and 

Douglass, 2022; Salijeni et al., 2019; 2021)。こ

こでいうテクノロジーとは、1900 年代以降

の大量データ時代以降、 ビッグデータ (Big 

Data) との関連性の中で変革を遂げてきた、

人工知能 (Artificial Intelligence: AI)、 機械

学習 (Machine Learning)、ディープラーニ

ング (Deep Learning)、ブロックチェーン 

(Blockchain) 及びIoT (Internet of Things) な
どを指す。

　しかし、AIという真新しい用語こそ用いら

れていないものの、会計に最新のテクノロジー

を援用する考え方は、1950年代からすでに存在

していた (Keenoy, 1958)。1950年代後半以降の

数十年間で、AIは少しずつ進化を遂げてきたが 

(Issa et al., 2016; 櫻井， 2019)、近年、ITの加速

度的な成長やインフラの高速・高性能化のもと

に、AIの新境地ともいえる機械学習やディープ

ラーニングが生まれた結果、財務会計及び会計

監査領域におけるテクノロジーの影響はこれま

で以上に大きくなることが予想される (Issa et 

al., 2016; Kokina and Davenport, 2017)。
　本稿では、財務会計及び会計監査領域におけ

るテクノロジーに関する先行研究を整理する作

業を通じて、実務と研究におけるAI、機械学習

及びディープラーニング、並びにビッグデータ

の影響を概観し、適用可能性と具体的な課題を

横断的に明らかにしたい。検討の結果、以下 2

点が整理及び解明されることにより、実務の発

展と既存の文献に貢献できると思われる。第 1

に、財務会計及び会計監査領域においては、テ

クノロジーの適用可能性がいまだ多く残されて

おり、さらなる業務効率化、分析の深化、及び

業務品質の向上に寄与する可能性が高いことで

ある。第 2 に、これら 2 つの領域においてより

よい未来を志向するためには、テクノロジーの

適用可能性の拡大や、残された課題の解決に向

けた、実務上の対応や研究の発展が必要になる

ということである。

　以下では、次の順に議論を進める。第 2 節で

は、AI、機械学習及びディープラーニング、並

びにビッグデータについてその特徴と進化の経

緯を概観する。第 3 節では、テクノロジーが財

務会計及び会計監査領域へ及ぼす影響を概括的

に整理する。第 4 節及び第 5 節では、財務会計

及び会計監査領域における、テクノロジーの適
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用可能性と課題を明らかにする。最後の第 6 節

では、以上の議論を要約し、本稿の貢献と限界

に言及する。

2. テクノロジー進展の概要

2.1 AI、 機械学習及びディープラーニング

　はじめに、財務会計及び会計監査とテクノロ

ジーとの融和において、根幹にある代表的なテ

クノロジーといえる、AI、機械学習及びディー

プラーニングについて概要を確認しておこう。

本稿では、財務会計及び会計監査領域における

AI を、堀 （2013, 689頁） の言葉を借りて「人工

的につくる新しい知能の世界」と定義しておく。

1950年代以降、AIは機械学習及びディープラー

ニングという 2 つの新しいテクノロジーととも

に進化を遂げてきた （松尾, 2015, 60-65頁）。こ

のような新しいテクノロジーは、財務会計や会

計監査の実務でも活用されはじめると同時に、

関連する会計学研究の領域が拡大、活性化して

きた （Bhimani, 2021; 首藤, 2023）。

　AI進化の過程において、1990 年代半ばの検

索エンジン誕生によりインターネットが爆発的

に普及した結果、2000年代に大量のデータを用

いた機械学習の領域が拡大した （松尾, 2015, 61, 

114-115頁）。機械学習により、コンピュータは

（情報を区分するための）「線の引き方」を自ら

見つけることで、未知の情報に対しての判断や

識別に加えて、予測をできるようになった （松

尾, 2015, 134-135 頁）。続く 2000 年代以降に登

場したディープラーニングは、自ら高次の特徴

量をつくり出し概念を獲得するものであり、機

械学習の弱点である特徴量の設計を自ら行うこ

とができない点を克服した技術といえる1（松尾, 

2015, 147 頁）。しかし、いくらディープラーニ

ングが進化したとしても、人間と同じ概念をも

ち、人間と同じように考え、人間と同じような

本能（自我や欲望） をもつわけではない点には

注意が必要である （松尾, 2015, 192-197 頁）。

2.2 ビッグデータ

　近年、データボリュームの劇的な増加に関

する様々な情報を目にする機会が増えてきた 

（Bhimani, 2021, p. 117; 訳書, 128 頁; Cockcroft 

and Russell, 2018; Warren et al., 2015）。機械学

習やディープラーニングを含むAIからは、AIと

「ほとんど一体不可分の情報技術」 （西垣, 2016, 

48 頁） とみなされるビッグデータの存在を切り

離すことはできない （首藤, 2023）。ビッグデータ

とは、ほとんどのデータベース管理システムや、

従来のソフトウェアプログラムでは合理的に処

理・分析できないほど大規模な（かつ、そのほ

とんどが非構造化された）データセットである 

（Appelbaum et al., 2017; Warren et al., 2015）。

「文字、数字、動画、写真、音声など、非構造化

形式のデータは、ビジネスインテリジェンスの

ためにデータ処理をする企業にとって価値があ

るだけでなく、会計監査に関する洞察を得る際

にも非常に価値のあるもの」である （Bhimani, 

2021, p. 117; 訳書, 129 頁）。

　McKinsey Global Institute （2011, pp. 1-2） に

よれば、「ビッグデータは経済的に大きな役割

を果たし、民間企業だけでなく、国家経済や国

民に利益をもたらす」一方で、ビッグデータへ

の対応は喫緊の課題となる （Alles, 2015）。実

際に、McKinsey Global Institute （2011, p. 3）  

は、「企業やその他の組織、政策立案者がビッ

グデータの潜在能力を最大限に活用するには、

かなりの課題に取り組む必要がある」と警鐘を

鳴らしており、財務会計研究及び会計監査研究
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においても同様の指摘がみられる （e.g. Alles, 

2015; Cao et al., 2015）。以上要するに、機械

学習及びディープラーニングを含むAIの進化

と、AIの進化をインプットするデータから下

支えするビッグデータの出現は、非財務情報開

示の拡充が進む財務報告と会計監査における 

（Bhimani, 2021; DeFond and Zhang, 2014; Moll 

and Yigitbasioglu, 2019; Warren et al., 2015）、

実務の慣習・慣行や制度・理論的思考を変革し

始めているといえる （首藤， 2023）。

3.  テクノロジーの進化が会計領域
に及ぼす影響

3.1 テクノロジーの進化と会計学研究

　本節では、外部報告目的としての財務会計領

域と、その適正性に対し意見を表明する会計監

査領域におけるテクノロジーについて考察する。

2010年代以降、財務会計及び会計監査領域でテ

クノロジーを応用するための研究が発展してき

た。例えば、先行研究では、種々テクノロジー

の、財務会計における適用について検討がなさ

れてきた （Bhimani and Willcocks, 2014; Cho et 

al., 2020; Cockcroft and Russell, 2018; Warren 

et al., 2015）。また、会計監査とAIとの関連

性 （e.g. Bertomeu, 2020; Cho et al., 2020; 堀江， 

2017; Issa et al., 2016; Kokina and Davenport, 

2017; 坂上， 2017; Sun, 2019） や、ビッグデータ

との関連性 （e.g. Alles, 2015; Brown-Liburd et 

al., 2015; Cao et al., 2015; 堀江, 2017; Vasarhelyi 

et al., 2015; Yoon et al., 2015; Zhang et al., 2015） 

が整理されてきた 2。

3.2 テクノロジーの財務会計領域への影響

　ここでは、財務会計領域の先行研究を概観す

る。財務会計実務におけるAIの適用事例とし

て、AIによる自動仕訳を可能としたクラウド

会計ソフトの存在が示されている （櫻井， 2019; 

矢口， 2019）。さらに今後、請求書等の証憑の

自動読み取り機能の精度が向上することで、よ

り効率的な仕訳計上（及び証憑保管）への活用

も考えられるだろう （Agnew, 2016; Issa et al., 

2016; Kokina and Davenport, 2017）。また、ビ

ッグデータの財務会計領域への活用に関しては、

データ分析が価値や根拠の提供に繋がり、財務

諸表項目の実在性や評価等のアサーションの補

強になることが指摘されている （Warren et al., 

2015）。

　他にもビッグデータを活用した会計研究手法

として、情報開示の日中分析（一日に数回のタ

イミングで測定及び分析を行う手法）により市

場反応へ与える影響を明らかにしたものがある。

例えば、音川 （2018） は、有価証券報告書や決

算短信といった開示制度が市場反応へ与える影

響を分析している。また、村宮・竹原 （2018） 

は、業績予想修正が出来高、株価反応に与える

影響を明らかにした。一方で、ビッグデータの

財務会計領域における研究は、概念的な研究が

主流であり、実証的な研究はそれほど多くはな

い （Aboagye-Otchere et al., 2021; Rikhardsson 

and Yigitbasioglu, 2018）。したがって、実証結果

の蓄積が少なく、具体的な分析内容や将来的な

課題が示されていないという観点から、今後の

研究の発展可能性があると指摘されている （向，

2017）3。
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3.3 テクノロジーの会計監査領域への影響

　続いて、会計監査領域の先行研究を概観する。

野口 （2016） は、監査手法の変化によるリアルタ

イムな財務報告（例えば、四半期毎ではなく月

次での開示とそれに対する継続監査）の可能性

に言及している。グローバルのBig 4は、特定の

監査業務に対してはテクノロジー活用が適して

いることから、技術革新に多額の投資を行って

きた （Issa et al., 2016; Kokina and Davenport, 

2017; Rapoport, 2016）。また、首藤  （2023）  は、

監査品質に関する報告書の分析内容を踏まえて、

日本の大手監査法人がテクノロジーに対する取

組みを重視してきたことを指摘した。

　2010年代までは、監査人やそのクライアント

によるAI技術の利用範囲は限定的で、会計事

務所でのトレーニングも大規模ではなかったと

する調査結果もあるが （Bakarich and O’Brien, 

2021）、会計監査におけるAIの導入は大手監

査法人においてより肯定的に捉えられている 

（Kokina and Davenport, 2017; 首藤, 2023）。な

ぜなら、 会計監査にAIを導入することによっ

て、 単純な反復作業やヒューマンエラーのリス

クを減らすことが可能となり、 パフォーマン

ス向上が期待できるためである （Holmes and 

Douglass, 2022）。一方で、監査法人におけるテ

クノロジー活用は、技術的に最新の状態を維持

する必要があるが （Alles et al., 2015）、 クライ

アントのテクノロジー利用状況に依存している

ことを考慮しなければならない （Bhimani, 2021, 

Chapter 7; 理化学研究所革新知能統合研究セン

ター， 2022）。また、 テクノロジーはあくまで

潜在的な支援ツールであり、テクノロジーを補

完的に利用することにより、監査人の専門的判

断、懐疑心、評価の重要性がより一層高まる可

能性が指摘されている （Fotoh and Lorentzon, 

2021）。

　ビッグデータは少なくとも 2010 年代前半ま

では会計監査にはほとんど利用されてこなかっ

た （Cao et al., 2015）。この点に関して、Alles 

（2015） は、ビッグデータは監査人の戦略的必

需品となり、単なる選択肢の一つではなくなる

と指摘した。ビッグデータは、十分な信頼性と

関連性のある情報で従来のエビデンスを補完

し （Yoon et al., 2015）、強力な分析ツールを使

用する機会を提供するものであり （Salijeni et 

al., 2021）、監査人は監査プロセスを強化するた

めにビッグデータを有効に活用する方法を見出

し、その価値を高めることが重要である。監査

人にも高度な分析スキルの必要性が説かれる中 

（Brown-Liburd et al., 2015）、監査法人におい

てデータ分析の専門家の雇用が必要である旨の

指摘や （Cao et al., 2015）、データ分析と会計教

育の統合の必要性も指摘されている （Aboagye-

Otchere et al., 2021; Yoon et al., 2015）。

4.  財務会計領域におけるテクノロ
ジーの活用

4.1  財務会計におけるテクノロジーの適用可
能性

　会計学におけるAIやビッグデータの適用可

能性に関しては、研究蓄積の多い米国に続き 

（髙田, 2022）、日本においても研究蓄積が増加

傾向にある。前節で財務会計領域におけるテク

ノロジーの影響を概観したが、AIの活用によ

り、次の観点で人間はより高度な判断を要する

業務に時間をかけることができる （Kokina and 

Davenport, 2017; 島田, 2024）。例えば、AIの

活用により、関連情報を特定・抽出し、監査人
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が利用可能な状態とすることができる （Kokina 

and Davenport, 2017）。さらに、新たなテクノ

ロジーとして（対話型）生成AIの活用により、

経理業務や分析の初心者が業務の効率化を図る

ことが可能になり、担当者のスキルアップの加

速も期待される （島田, 2024）。また、ディープ

ラーニングにより、画像、音声、テキスト、ビ

デオといった、非構造化または半構造化データ

から自動的に特徴を抽出することができる （Issa 

et al., 2016）。関連して、Bochkay et al. （2023） 

は、会計学研究における研究手法としてのテキ

スト分析が持続的に成長しており、ディープラ

ーニングを用いた新しい手法によりさらに発展

する可能性が高いことを指摘した。

　ビッグデータを利用すれば、これまで以上に

非財務データを利用した効果的かつ効率的な分

析が可能になり （Alles, 2015）、その研究領域

も拡大している （Vasarhelyi et al., 2015）。実務

では、ビッグデータは会計基準の作成と改良に

役立ち （Kend and Nguyen, 2020）、ビジネスの

意思決定をサポートする財務データのソースと

して価値がある （Zhang et al., 2020）。具体的

には、ビッグデータの利用により次のような観

点で、財務会計の会計情報の質と関連性が向上

し、透明性と利害関係者の意思決定が強化され

ると述べられている （Warren et al., 2015）。第

1 に、無形資産に代表される簿外資産の定量評

価方法が開発され、それが財務諸表に表示され

ることにより、会計実務・報告のあり方に影響

を与えることである （Herz and Pei, 2021）。第

2 に、公正価値会計の主観的な仮定が緩和され

る可能性があることである （Aboagye-Otchere 

et al., 2021）。加えて、会計情報と顧客行動の関

連性について、強力な説明と予測情報を提供す

ることができるとの指摘もある （Cockcroft and 

Russell, 2018; Vasarhelyi et al., 2015）。

4.2  財務会計におけるテクノロジー活用上の
課題

　増田・輪千 （2024） によれば、これまでのと

ころ日本ではAI自体を直接規制する法律はない

が、個人情報保護法や著作権法、各種ガイドライ

ン等に則りながら活用しつつ、法的リスクの検

討を継続的に行っていく必要がある。また、（対

話型の）生成AIには依然として不適切な回答が

含まれるリスクがあることを考慮すると、AIを

有効活用するためにはAI自体の設計と仕組みを

検討することが重要であり、最終的な責任は人

が負うべきである点には留意が必要である （島

田, 2024）。さらに、ディープラーニングを活用

した分析においては、データ取得の適法性や、

多種多様な形態をとるデータ自体の前処理の工

数等についても検討が必要になる （Bochkay et 

al., 2023）。

　他方、ビッグデータを活用する際の課題とし

て、Cheong et al. （2022） は、次の課題を挙げて

いる。第1に、情報の信憑性及び信頼性がある。

第 2 に、入手時に発生する可能性のあるコスト

及び情報のクリーニングに必要なスキルと計算

資源がある。第 3 に、サイバーセキュリティの

脅威がある 4。第4に、統合報告の観点から、経

営陣が大量のデータを収集、処理、分析する必

要があり、短時間での報告書作成という大きな

プレッシャーに晒されることがある。第 5 に、

統合報告書の情報量が増加することにより、投

資家が十分に情報を消化できなくなる可能性が

ある。さらに、Cockcroft and Russell （2018） 

は、その性質からストレージの問題も指摘して

いる。
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5.  会計監査領域におけるテクノロ
ジーの活用

5.1  会計監査におけるテクノロジーの適用可
能性

　巨大テクノロジー企業がAI活動を向上させる

動きを急速に高め （Issa et al., 2016）、大手監査

法人は監査の信頼性向上に向け、一斉にAI導入

に取り組み始めている （齋藤, 2024, 125頁）。AI

の代替割合が大きい監査業務として、例えば、

確認、証憑突合及び開示チェックが挙げられ、

作業時間削減の可能性が指摘されている （PwC 

Japan有限責任監査法人, 2024）。さらに、機械

学習を活用することにより、異常仕訳検知を実

用化しているケースも公表されている （市原, 

2020; 市原・首藤, 2017; 矢口, 2019）。Issa et al. 

（2016） はディープラーニングの利用により、非

構造化・半構造化データを人間の介入なしに分

析することが可能となり、契約書のレビュー、

書類作成の処理、財務諸表の分析など、数多く

の監査業務を自動化できると指摘している。

　監査業務に使用するビッグデータとして、ソ

ーシャルメディア情報、監視カメラ映像、株式

市場の取引データ等があるが （Cao et al., 2015）、

これらは少なくとも現時点では監査においてほ

とんど役割を果たしていないとするインタビュ

ー結果がある （Salijeni et al., 2019）。先行研究を

整理すると、ビッグデータの活用可能性の例と

しては、次のようなものが考えられる。第1に、

膨大な量のデータに相関モデルを適用し、監査

対象取引や事象を特定することによる継続監査

である （Cao et al., 2015; Fotoh and Lorentzon, 

2021）。第2に、ビッグデータ解析を用いて監査

調書を横断的に分析し、異常や潜在的な品質上

の問題を探知することによる監査法人内部での

活用である （Cao et al., 2015）。第 3 に、分析結

果に対し視覚化ツールを用いて監査手続に活用

し、洞察ある分析を共有することでクライアン

トとの関係強化を図る活用方法である （Fotoh 

and Lorentzon, 2021; Kend and Nguyen, 2020; 

Salijeni et al., 2021）。

5.2  会計監査におけるテクノロジー活用上の
課題

　会計監査領域におけるAI活用時の課題と

して、分析過程や結果の検討時における、AI

のブラックボックス問題─すなわち、透明性

と説明可能性の欠如─があるため （市原・首

藤， 2017; Kokina and Davenport, 2017; Moll 

and Yigitbasioglu, 2019）、監査人や会計専門職

のAI関連知識習得の必要性が指摘されている 

（Holmes and Douglass, 2022; 坂上， 2020）。一

方、ディープラーニング活用に対しては、コンピ

ュータ性能の問題（計算能力やメモリ不足）があ

り （市原， 2020; Kokina and Davenport, 2017）、

分析環境構築やノウハウ蓄積の必要性が指摘さ

れている （市原， 2020）。また、最適な学習デー

タ量が、データの性質（画像かテキストか等）

や質（偏向がないか等）といった様々な要因に

依存しており、監査法人はテクノロジー活用の

ために投入するコストとメリットを検討する必

要がある （Issa et al., 2016）。

　ビッグデータは大規模かつ非構造化データで

あるため、次のような課題がある。第 1 に、よ

り広範な顧客の非公開情報にアクセスする可能

性があることによる、プライバシー関連の問題

である （e.g. Cao et al., 2015, Yoon et al., 2015）。

第 2 に、監査の判断や意思決定は関連性と信頼

性のある質の高い情報に基づくべきであるため、

データの質の問題がある （Brown-Liburd et al., 
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2015）。第 3 に、膨大なデータ量に起因する操

作ミス等によりデータが変更・削除され、監査

リスクが増大するという、データの量及び完全

性の問題がある （Herz and Pei, 2021; Zhang et 

al., 2015）。第 4 に、分析スキル、技術の問題が

ある （Brown-Liburd et al., 2015; Cao et al., 2015; 

Kend and Nguyen, 2020）。これは、非構造化デ

ータの収集・分析について監査人が対応できな

い場合に （Brown-Liburd et al., 2015; Cao et al., 

2015）、監査の効率や効果を高める機会を逸し、

過剰監査に繋がる可能性があるということであ

る（Salijeni et al., 2019; 2021）。第5に、制度面の

問題がある。これは、既存の監査基準でもビッグ

データに近い分析事例があり （Alles, 2015）、基

準を変更する必要はないとする指摘もある一方

で （Salijeni et al., 2019）、新しく重要なガイダン

スや教育に加え（Aboagye-Otchere et al., 2021; 

Cao et al., 2015）、監査基準自体の修正の必要性

を指摘する研究もある （Fotoh and Lorentzon, 

2021; Kend and Nguyen, 2020）。

6. おわりに

　本稿の貢献は、次の 2 点である。第 1 に、テ

クノロジーの進展と財務会計及び会計監査領域

における先行研究を整理し、テクノロジーの進

展がこれら 2 つの領域における実務や研究に及

ぼす影響を明らかにした。その結果、両領域に

おけるテクノロジーの適用可能性はいまだ多く

残されており、さらなる業務効率化、分析の深

化、及び業務品質の向上に寄与する可能性は高

いといえるだろう。なお、経理担当者や監査人

といったテクノロジーの利用者は「人工的につ

くる新しい知能の世界」 （堀, 2013, 689 頁） とし

てのAIのメリットを享受しながらも、テクノロ

ジーはあくまでも支援ツールとして活用するも

のであり、最終的には人の判断が重要となるこ

とに加えて、人こそが責任を負うべきという点

は今後も変わらない。

　第 2 に、本稿では、財務会計及び会計監査領

域における、テクノロジーの適用可能性と課題

を横断的に明らかにした。新しいテクノロジー

の活用は、経理業務の効率化と、監査人の人材

不足への対処及び監査品質向上の鍵となりうる。

これら 2 つの領域において、よりよい未来を志

向するためには、新しいテクノロジーを適用可

能な既存の業務における検討課題が残されてい

る。今後も各利用主体による実務上の活用に加

えて、各種基準の見直し、制度設定主体による

検討、及び研究者を中心としたさらなる研究の

蓄積に基づく知識やノウハウの循環が重要とな

るだろう。

　最後になるが、本稿には次のような限界が残

されている。第 1 に、本稿ではすべてのテクノ

ロジー活用について触れることはできなかった。

例えば、ブロックチェーン技術やRPA （Robotic 

Process Automation） の活用に関する理論研究

も、会計及び監査実務の観点から有意義である

と考えられるが （Bhimani, 2021, Chapter 7）、こ

れらの技術には言及することができなかった。

第 2 に、第 4 節及び第 5 節において明らかにし

たテクノロジーの適用における課題に対する解

決策については、実証的な研究や、追加的な検

討が必要であると思われる。したがって、これ

らの論点は将来の検討課題としたい。

注
 1) 特微量とは「機械学習の入力に使う変数」のこ

とである。「機械学習では、何を特徴量とするかは
人間が決めないといけなかった」ため、機械学習の
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効果は人間による設計に依存していた (松尾, 2015, 
135, 138 頁 )。機械学習は、特微量の設計を自ら行
うことができないため、ディープラーニングとの比
較において弱点を有するといえる。

 2） 会計・監査領域では、ブロックチェーン (e.g. 
Bonsón and Bednárová, 2019; Dai and Vasarhelyi, 
2017; Kokina et al., 2017; Schmitz and Leoni, 2019; 
Yu et al., 2018) やIoT (e.g. 西岡, 2018; Wu et al., 
2019) も、発達が目覚ましいテクノロジーの一つで
ある。しかし、本稿では議論を限定するために、AI
及びビッグデータのみに焦点をあてる。さらに、管
理会計領域におけるテクノロジーの適用について
も先行研究が蓄積されてきたが (Appelbaum et al., 
2017; Bhimani and Willcocks, 2014; Warren et al., 
2015)、本稿では検討の対象としない。なお、内部
報告目的の管理会計研究に若干触れておくと、概し
て、AIやビッグデータの活用により、管理会計にお
ける内部分析の有効性向上が見込める旨の指摘が
なされてきた (e.g. Appelbaum et al., 2017; Bhimani 
and Willcocks, 2014; Warren et al., 2015）。例えば、
原価計算と業績測定の結果に対し、機械学習アルゴ
リズムを採用した分析により、将来の組織パフォー
マンスの予測速度の向上が見込まれる (Appelbaum 
et al., 2017)。さらに、経営管理の一部である予算
管理の面でも機械学習を用いた分析により、分析速
度・精度向上に資するとの指摘もある (谷守, 2018）。
加えて、機械学習やディープラーニングを用いてビ
ッグデータを分析することは、予算編成や経営意
思決定に有効に機能する (Appelbaum et al., 2017; 
Bhimani and Willcocks, 2014; Warren et al., 2015）。
その理由として、ビッグデータの活用により定性的
情報や非構造化データも分析対象となることによ
り、深い洞察と知識の獲得が期待され (Appelbaum 
et al., 2017) 、ビジネスリスク低減等の課題に対して
最適な解決策を見出すための分析（処方的分析）が
可能になりつつあることが挙げられる (Appelbaum 
et al., 2017; Bhimani and Willcocks, 2014）。

 3） Cockcroft and Russell (2018) は、会計・財務に
おけるビッグデータの研究不足分野として、リスク
とセキュリティ、データの可視化と予測分析、デー
タ管理とデータ品質を挙げている。

 4） Cheong et al. (2022) は、外来データやビッグデ

ータ分析を取り入れることで、サイバーセキュリテ
ィの脅威を低減することができるようになったと指
摘している。
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Abstract
 In recent years, the rapid advancement of technology has brought significant transformations 
to business practices and existing theories in the fields of financial accounting and auditing. Within 
these areas, the increasing adoption of technology, driven by heightened investment in technological 
innovation, has begun to demonstrate its practical applicability. Furthermore, advancements in domestic 
and international research have led to the identification of specific challenges associated with the 
integration of new technologies. This study aims to examine the impact of artificial intelligence (AI), 
machine learning, deep learning, and big data on practice and research in financial accounting and 
auditing. By reviewing prior studies on technological applications in these fields, the paper seeks to 
elucidate their practical relevance and the emerging issues from a cross-sectional perspective. The 
findings of this study are expected to contribute to both practice and the academic literature by 
addressing two key points. First, the potential for technological application in financial accounting and 
auditing remains substantial, with promising implications for enhancing operational efficiency, analytical 
depth, and the overall quality of work. Second, the realization of a more advanced future in these 
fields will depend on both practical initiatives and research advancements aimed at expanding the 
applicability of technology and addressing unresolved challenges.

Keywords: financial accounting, auditing, AI, machine learning, deep learning, big data



経営論集　Vol .11,  No .3

ISSN 2189-2490

2025年 3 月31日発行

発行者　文教大学経営学部　石塚　浩

編集　　文教大学経営学部　研究推進委員会

編集長　山﨑　佳孝

〒121-8577 東京都足立区花畑5-6-1

TEL：03-5688-8577　FAX：03-5856-6009

http://www.bunkyo.ac.jp/faculty/business/


